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５ 条例案に対する意見の提出

地方公務員法第５条第２項の規定により県議会において意見を求められた次の条例案

について、慎重に審議し、次のとおり意見を提出した。

提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

21.5.25 知 事 、 副 知 事 、 改正内容 適当な改

県 議 会 議 員 等 に １ 概要 正と考え

対 す る 期 末 手 当 教育長の期末手当について、一般職の職 ます。

等 の 支 給 に 関 す 員に準じた支給月数とするための改正を行

る 条 例 及 び 新 潟 うもの

県 教 育 委 員 会 教 ２ 施行期日

育 長 の 給 与 等 に 公布の日

関 す る 条 例 の 一

部 を 改 正 す る 条

例 （ 意 見 の 対 象

は 、 こ の う ち 新

潟 県 教 育 委 員 会

教 育 長 の 給 与 等

に 関 す る 条 例 の

一 部 改 正 に 係 る

部分）

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

給 与 に 関 す る 条 １ 概要 正と考え

例 等 の 一 部 を 改 当委員会の勧告等に基づき、一般職の職 ます。

正する条例 員等の給与の改正を行うもの

２ 内容

（１）平成 21 年６月に支給される期末手当

及び勤勉手当の支給月数の特例措置（暫

定的な引下げ）

（２）本来の支給割合と、上記特例措置によ

る支給割合の調整

３ 施行期日

公布の日
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

21.9.3 職 員 の 退 職 手 当 改正内容 適当な改

に 関 す る 条 例 及 １ 概要 正と考え

び 新 潟 県 特 別 職 不祥事を起こした県職員の退職手当の支 ます。

の 職 員 の 退 職 手 給制限の拡大等について、所要の改正を行

当 支 給 条 例 の 一 うもの

部 を 改 正 す る 条 ２ 施行期日

例 （ 意 見 の 対 象 公布の日

は 、 こ の う ち 職

員 の 退 職 手 当 に

関 す る 条 例 の 一

部 改 正 に 係 る 部

分）

21.11.24 知 事 、 副 知 事 、 改正内容 適当な改

県 議 会 議 員 等 に １ 概要 正と考え

対 す る 期 末 手 当 教育長の期末手当について、国及び県の ます。

等 の 支 給 に 関 す 特別職に準じた支給割合とするため読替規

る 条 例 及 び 新 潟 定の改正を行い、また、教育長については

県 教 育 委 員 会 教 期末手当の特例措置（年間の公民給与を均

育 長 の 給 与 等 に 衡させるための調整）を実施しないため、

関 す る 条 例 の 一 所要の規定整備を行うもの

部 を 改 正 す る 条 ２ 施行期日

例 （ 意 見 の 対 象 平成 21 年 12 月１日

は 、 こ の う ち 新

潟 県 教 育 委 員 会

教 育 長 の 給 与 等

に 関 す る 条 例 の

一 部 改 正 に 係 る

部分）

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 基本的に

給 与 に 関 す る 条 １ 概要 当委員会

例 等 の 一 部 を 改 当委員会の勧告等に基づき、一般職の職 の勧告の

正する条例 員等の給与の改正を行うもの 趣旨に沿

２ 内容 ったもの

（１）給料 であり、

ア 給料表 適当な改

医療職給料表㈠及び第２号任期付研 正と考え

究員以外の給料表を引下げ ます。
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

イ 現給保障

平成 18 年の給与構造改革に伴う経

過措置（現給保障）について、給料月

額が引き下げとなる職員を対象に 0.24
％引下げ

（２）諸手当

ア 住居手当

職員の所有する住居に係る手当額を

廃止

イ 通勤手当

自動車等使用者に対する通勤手当に

ついて、距離区分を引上げ

ウ 期末・勤勉手当

当委員会の勧告どおり引下げ

エ 義務教育等教員特別手当

支給月額の上限を引下げ

（ 15,900 円→ 11,700 円）

オ 特殊勤務手当

(ｱ) 「職業訓練手当」及び「農業

教育実習手当」について、支給

割合を引下げ（平成 19 年の当

委員会の報告等に基づく改正）

(ｲ) 「身辺警護等業務手当」につ

いて、国に準じた改正

３ 施行期日等

（１）施行期日

平成 21 年 12 月１日

ただし、通勤手当及び義務教育等教員

特別手当の改正については平成 22 年１

月１日、特殊勤務手当の改正については

平成 22 年４月１日

（２）平成 21 年 12 月に支給する期末手当に

関する特例措置（年間調整）

年間の公民給与を均衡させるため、所要

の特例措置を講ずる
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提出年月日 条例の名称 制 定 ・ 改 廃 の 概 要 意 見

22.2.25 職 員 の 育 児 休 業 改正内容 適当な改

等 に 関 す る 条 例 １ 概要 正と考え

等 の 一 部 を 改 正 育児・介護休業法及び地方公務員育児休 ます。

する条例 業法の改正を踏まえ、所要の改正を行うも

の

２ 内容

（１）職員の育児休業等に関する条例

ア 育児休業等をすることができない職

員の範囲の見直し

イ 男性職員の育児休業の再度の取得

（２）一般職の職員の勤務時間、休暇等に関

する条例等

ア ３歳未満の子を養育する職員の時間

外勤務の免除

イ 時間外勤務を制限する職員の範囲の

見直し

３ 施行期日

職員の育児休業等に関する条例の一部改

正は、地方公務員育児休業法の改正の施行日

一般職の職員の勤務時間、休暇等に関す

る条例等の一部改正は、平成 22 年６月 30 日

公 益 的 法 人 等 へ 改正内容 適当な改

の 職 員 の 派 遣 等 １ 概要 正と考え

に 関 す る 条 例 の 派遣先団体に全国知事会を加えるもの ます。

一 部 を 改 正 す る ２ 施行期日

条例 平成 22 年４月１日

一 般 職 の 職 員 の 改正内容 適当な改

給 与 に 関 す る 条 １ 概要 正と考え

例 等 の 一 部 を 改 労働基準法の改正及び当委員会の報告に ます。

正する条例 基づき、所要の改正を行うもの

２ 内容

（１）月 60 時間を超える時間外勤務に対す

る時間外勤務手当の支給割合の引上げ

（２）時間外勤務代休時間制度の新設

３ 施行期日

平成 22 年４月１日


